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７議案第３３号

　（総則）

第１条　令和７年度茅野市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　(1)　排水件数          ２３，１００ 件

　(2)　年間総排水量  　 ６，９５８，０００ ㎥　

　(3)　一日平均排水量          １９，０６３ ㎥

　(4)　主要な建設改良事業 　　　 ６５８，１９５ 千円

　　公共下水道建設費

　　　公共下水道管渠建設工事

　　流域下水道事業費

　　　流域下水道建設費負担金（処理場等）

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　入

  第１款　下水道事業収益　　　　 ２，２５０，５８８ 千円

　　第１項　営業収益　　　　　　 １，４４３，１３６ 千円

　　第２項　営業外収益　　　　　　 　　８０７，４５２ 千円

　　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　出

　第１款　下水道事業費用   　   ２，１４０，８８０ 千円

　　第１項　営業費用   　　　   ２，００６，５０３ 千円

　　第２項　営業外費用     　　　    １３４，３７７ 千円

　（資本的収入及び支出）

　　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　入

　第１款  資本的収入      　　　  ５７１，９８４ 千円

　　第１項　企業債 ４２６，９００ 千円

　　第２項　補助金　　  　　　　　 ９４，１５０ 千円

　　第３項　負担金  　　　        　 ５０，９３４ 千円

　　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　出

　第１款　資本的支出     　　　   １，６５１，６４９ 千円

　　第１項　建設改良費 　　　      　　 ６５８，１９５ 千円

　　第２項　企業債償還金    　　　   ９９３，４５４ 千円

令和７年度茅野市下水道事業会計予算

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出
  額に対し不足する額１，０７９，６６５千円は、消費税及び地方消費税資本的収支調整額
  ４４，４７６千円、損益勘定留保資金１，０３５，１８９千円で補てんするものとする｡)。
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　（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

　（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、１,０００,０００千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　(1)　営業費用と営業外費用

　(2)  建設改良費と企業債償還金

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　(1)　職員給与費           　 ７５，７５３ 千円

　（他会計からの補助金）

 

                                   茅 野 市 長    今 井 　 敦

           令和７年２月２５日  提出

限　度　額事　　　　項

茅野市水洗便所等改造資金融
資あっせん制度による金融機
関に対して行う損失補償

期　　　　間

令和８年度
～

令和11年度

　市が指定する金融機関が水洗
便所等改造資金として、排水設
備設置義務者等に一世帯７００
千円を限度とし融資をした金額
について、金融機関に損失が生
じた金額とする。

４２６，９００

償還の方法

千円

　政府資金を借入れる場合
は、その融通条件による。
銀行その他の場合は、その
債権者と協定するものとす
る。ただし、財政の都合に
より据置期間及び償還期限
を短縮し、若しくは繰上償
還し、又は借換えすること
ができる。

証書借入
又は

証券発行

３．０％以内
（ただし、利率見直し
方式で借入れる政府資
金及び地方公共団体金
融機構資金について、
利率の見直しを行った
後においては、当該見
直し後の利率）

限　度　額

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又は
　それ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

第10条　下水道事業費用に充当するため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、
　４８４，３８０千円である。

起債の方法 利　　率起債の目的

下水道事業
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茅 野 市 下 水 道 事 業 会 計

予 算 に 関 す る 説 明 書
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(単位：千円)

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

（１）当年度純利益 127,692

（２）減価償却費 1,170,439

（３）資産減耗費 10,000

（４）長期前受金戻入額 △ 320,713

（５）受取利息及び受取配当金 △ 2,358

（６）支払利息 51,108

（７）未収金の増減額（△は増加） △ 5,263

（８）引当金の増減額（△は減少） 9,381

（９）未払金の増減額（△は減少） △ 4,907

      小計 1,035,379

（10）利息及び配当金の受取額 2,358

（11）利息の支払額 △ 51,108

　業務活動によるキャッシュ・フロー 986,629

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

（１）有形固定資産の取得による支出 △ 534,228

（２）無形固定資産の取得による支出 △ 67,237

（３）受益者負担金等による収入 50,934

（４）国庫補助金による収入 94,150

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 456,381

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

（１）建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 426,900

（２）建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 993,454

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 566,554

　　資金増減額 △ 36,306

　　資金期首残高 888,596

　　資金期末残高 852,290

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

令和７年度茅野市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

＜間接法＞
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１　営業収益 円 円 円

 (1) 下水道使用料 1,201,425,000

 (2) 他会計負担金 83,728,000

 (3) 受託事業収益 6,074,000

 (4) その他営業収益 211,000 1,291,438,000

２　営業費用        

 (1) 管渠費 136,013,000

 (2)
流域下水道維持管理費
負担金

549,050,000

 (3) 普及指導費 14,542,000

 (4) 業務費 12,264,000

 (5) 総係費 27,186,000

 (6) 減価償却費 1,158,404,000

 (7) 資産減耗費 10,000,000 1,907,459,000

　　営業利益 △ 616,021,000

３　営業外収益      

 (1) 受取利息及び配当金 1,830,000

 (2) 他会計補助金 526,272,000

 (3) 長期前受金戻入 314,819,000

 (4) 雑収益 1,000 842,922,000

４　営業外費用      

 (1)
支払利息及び企業債
取扱諸費

58,804,000

 (2) 雑支出 10,000,000 68,804,000 774,118,000

　　経常利益 158,097,000

５　特別利益     

 (1) その他特別利益 13,880,000 13,880,000 13,880,000

　　当年度純利益 171,977,000

　　その他未処分利益剰余金変動額 84,164,560

256,141,560

令和６年度茅野市下水道事業予定損益計算書

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

　　当年度未処分利益剰余金
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重要な会計方針に係る事項

　１　固定資産の減価償却の方法

　　(1)　有形固定資産（リース資産を除く）

　　・減価償却の方法

　　　建物　　　　　　　　定額法による。

　　　構築物　　　　　　　定額法による。

　　　機械及び装置　　　　定額法による。

　　　車両及び運搬具　　　定額法による。

　　　工具器具及び備品　　定額法による。

　　・主な耐用年数

　　　建物　　　　　　　　50年

　　　構築物　　　　　　　50年

　　　機械及び装置　　　　10～20年

　　　車両及び運搬具　　　４～５年

　　　工具器具及び備品　　３～15年

　　(2)　無形固定資産

　　・減価償却の方法

　　　定額法による。

　２　引当金の計上方法

　　(1)　退職給付引当金

　　　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額における、下水道事業

　　会計が負担すべき金額を計上している。

　　　計上額の算定に当たっては、職員の勤続年数による按分により一般会計等との負担額の算定を

　　行っている。

　　(2)　賞与引当金

　　　職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の

　　負担に属する額（12月から３月までの４か月分）を計上している。

　　(3)　貸倒引当金

　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、回収不能見込額を計上している。

　３　消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

　　なお、控除対象外消費税等については、当該事業年度の費用として処理している。
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　１　総　括
（単位：千円）

会計年度
任用職員
（人）

報 酬 給 料 手 当 計

扶 養 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当
寒 冷 地
手 当

通 勤 手 当

1,134 7,702 5,832 592 298

876 4,694 3,139 392 333

258 3,008 2,693 200 △ 35

特 殊 勤 務
手 当

住 居 手 当
超 過 勤 務
手 当

退 職
給 付 費

4 0 2,675 10,000

13 84 3,639 1,000

△ 9 △ 84 △ 964 9,000

1,1163,103 14,067

（単位：千円）

手
 
当
 
の
 
内
 
訳

区 　分

本 年 度

前 年 度

比 　較

区　 分

本 年 度

前 年 度

比 　較

55,657

比
　
較

0 0 430

45,854 9,80328,420 14,170

18,71617,600

前
年
度

8 2 3,264

31,523 28,237
本
年
度

8 2 3,694

給　与　費　明　細　書

区
分

職　員　数 給　　　　　　　与　　　　　　　費

法 定
福 利 費

合 計
一般職
（人）

74,37363,454 10,919
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　２　給料及び職員手当の増減額の明細

区　分 増減額

職員数等の異動状況

対象となる職員数

人 0 人

人

2 人 0 人

2 人

期末手当 274

勤勉手当 383

寒冷地手当 60

扶養手当 258 支給対象被扶養者の増

期末手当 2,734

勤勉手当 2,310

寒冷地手当 140

通勤手当 △ 35

特殊勤務手当 △ 9 支給対象業務の減

住居手当 △ 84 支給対象者の減

超過勤務手当 △ 964 支給対象業務の減

退職給付費 9,000 退職給付引当金の増

支給対象者の減

基礎額の増

基礎額の増

支給対象者の増

制度改正
に 伴 う
増 減 分

717

支給月数の増

支給額の増

支給月数の増

（単位：千円）

備            考

3,103

増減

増減

期間中の採用･退職･異動等の状況

8

8

本年度

前年度

採用･異動

増減事由別内訳 説            明

548 給料改定率　　　　 1.93％

平均昇給率　　　　 0.89％

退職･異動

給与改定による
給与改定
に 伴 う
増 減 分

2,301

定期昇給等による

その他の
増減分

職員の異動等（新陳代
謝等）による

昇給に伴
う増減分 １月　　　　　　　　  7人

手　当

その他の
増減分

13,350

給　料

254

14,067
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　３　給料及び職員手当の状況

　　(1)　職員１人当たり給与

　　(2)　初任給

高校卒

短大卒

大学卒

188,000

204,400

220,000

204,400

220,000

一 般 会 計 の 制 度

一 般 行 政 職 （ 円 ）

188,000

区 分

企　業　職

企　業　職（　円　）

令和７年４月１日現在

令和６年４月１日現在

平均本給月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢

平均本給月額（円）

平均給与月額（円）

区                  分

平 均 年 齢 44歳

328,365

377,354

43歳

296,042

351,635
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　　(3)　級別職員数

１ 級

２ 級

３ 級

４ 級

５ 級

６ 級

７ 級

その他

計

１ 級

２ 級

３ 級

４ 級

５ 級

６ 級

７ 級

その他

計

（級別の基準となる職務）

区　分 １　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級

企 業 職 主　　任 主　　査

1 12.5

8 100.0

1 12.5

25.0

企 業 職

職員数(人) 構成比(％)

1 12.5

4 50.0

2 25.0

1 12.5

区　　　　分 級

令和７年４月１日現在

令和６年４月１日現在

主 　 事

技　　師

課長補佐

（主幹）

課　　長

（副参事）

部　　長

（参事）

4 50.0

2

8 100.0

係　　長

（副主幹）
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　　(4)　昇給

ａ （人）

ｂ （人）

１号給 （人）

２号給 （人）

３号給 （人）

４号給 （人）

５号給 （人）

６号給 （人）

７号給 （人）

８号給 （人）

比 率 ｂ／ａ （％）

ａ （人）

ｂ （人）

１号給 （人）

２号給 （人）

３号給 （人）

４号給 （人）

５号給 （人）

６号給 （人）

７号給 （人）

８号給 （人）

比 率 ｂ／ａ （％） 87.5

1

6

昇給に係る職員数前

年

度

号 給 数 別 内 訳

昇給に係る職員数

号 給 数 別 内 訳

職 員 数

87.5

本

年

度

区　　 　　　　　分

職 員 数

6

8

7

1

企 業 職

8

7
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　　(5)　期末手当・勤勉手当

本年度

前年度

一般会計
の 制 度

　　(6)　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

20年勤続の者 最高限度

（月分） （月分）

　　(7)　特殊勤務手当

　　(8)　その他の手当

24.586875

支給率等

47.709

調整額加算措置（調整額×60月）

応募認定退職特例処置
(定年前1年当たり3%(最大45%))

調整額加算措置（調整額×60月）

24.586875

一般会計
の 制 度

(支給率等)

（月分）

2.250

2.300

区　　　分

応募認定退職特例処置
(定年前1年当たり3%(最大45%))

その他の加算措置等

35年勤続の者

47.709

2.300

企　業　職

47.709

25年勤続の者

（月分）

33.27075

33.27075 47.709

支給対象職員の比率(％)

（令和７年４月１日現在）

代表的な特殊勤務
手 当 の 名 称

区 分

12月(月分)

4.50

支給期別支給率
支給率計
(月分)

4.602.3002.300

2.250

区 分

備考

備考

0.01

12.5

扶 養 手 当

住 居 手 当

同

一般会計の制度との異同

滞納処分手当

区　　　分

同

差 異 の 内 容

同

通 勤 手 当

給料総額に対する
比 率 ( ％ )

職制上の段階､職務の
級等による加算措置

有

有

有

６月(月分)

4.60
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茅 野 市 下 水 道 事 業 会 計

予 算 実 施 計 画 内 訳 書
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